
１．大学団体における教育情報の公表促進に関する取組①

公立大学協会では，各公立大学の情報公表のホームページの一覧を参照できるページを設けている。

また，わかりやすい公表の工夫，共通のフォーマットで情報が参照できることが重要であることから，公立大学の「教育情報公表ガイドライン」を

策定。

教育情報公表ガイドラインの概要

１ 公表方法について
・各種刊行物によるほか、インターネットのウェブサイト上での公表を
原則とする。
・インターネットでの公表に関する留意点。
① 各大学のウェブサイトに教育情報の公表を行うページを作成し、

トップページから容易にアクセスできる位置に置く。
② 法令で公表が義務付けられている項目がもれなく公表されている

ことが一目でわかるように、項目表示を行う。

２ 法令において公表が義務化された項目の内容について

法令で公表が義務付けられた９つの項目について、項目の詳細、
公表方法の例示、留意事項などを参照基準として示している。

３ 法令において積極的に公表することとされる情報

学生が修得すべき知識・能力に関する情報の公表について、公表
の考え方、留意事項などを参照基準として示している。

４ 公立大学として積極的に公表していく情報
教育・研究成果や地域貢献の事例をはじめ、公立大学が地域の知

的拠点としてどのようなことに取組み、成果を上げているかについて
公表するための項目等を例示している。
例：特色ある取組、設置認可・届出の申請書、自己点検・評価や認
証評価の結果概要

○公立大学協会HP上の各大学の教育情報ページへのリンク集

… … … …

参考資料２ 各大学等における教育情報公表の取組

１．大学団体における教育情報の公表促進に関する取組②

日本私立大学連盟では，教育情報の公表に関し，加盟大学の参考として「大学の情報公表義務化と三つの方針」をとりまとめ，公表している。

特に，「学士課程答申」で示された３つの方針について，どのように策定・公表すべきかを提言している。

①「学位授与の方針」，「教育課程編成・
実施の方針」を受けて策定・公表

→２つの方針を実行可能なものにするため
に，どのような入学者を求め，入学者
に何を要求するかを示す。

②学部・学科・課程ごとに策定・公表
→学部・学科・課程ごとに教育目標や内容

が異なるため、それぞれごとに示す。

③学部，学科，課程ごとの学力基準の公表
→高等学校で履修すべき科目や取得が望ま

しい資格等を列挙するなど，具体的に
示す。

④入学試験の形態に応じた学力基準の公表
→推薦入試やＡＯ入試においても，どのよ

うな方法で学力を確認し，どの程度の
学力を要求するのかを示す。

①大学教育の根幹として，学部・学科・課
程単位で策定・公表する「学位授与の
方針」

→卒業時に学生が修得している学力をでき
るだけ具体的に記述する。

②グローバルな視野に基づいた「学位授与
の方針」の策定・公表

→グローバル・スタンダードを意識しつつ，
各大学の個性や，学生の状況を勘案し
ながら策定する。

③観点別教育目標の３領域による組み立て
と，その記述・公表

→「知識・理解」，「汎用的技能」，「態
度・志向性」に分けて記述する。
単に卒業要件単位の科目群による分類

ではなく、その根拠を説明する。

④学修成果の評価
→成績評価基準に関する教員間の合意の必

要性。

①「学位授与の方針」を受けて策定・公表

②学部・学科・課程ごとに策定・公表

③体系性と順次性が明確な教育課程の策
定・公表

→卒業時に修得されるべき能力と科目の関
係，学年ごとの能力形成，授業科目間
の関係性などを示す。

④教養教育の適切な位置づけ

⑤キャリア教育の適切な位置づけ

⑥シラバス（授業計画書）の整備
→成績評価基準，教室外学習の指示，授業

方法，期待される効果などを示す。

⑦ＦＤと連動してＰＤＣＡサイクルを回す
ことのできる自己点検・評価体制の確
立

→個々の授業に関する点検評価、カリキュ
ラムの組織的な点検評価を行う。

【入学者に関する受け入れ方針】 【授業科目，授業の方法及び内容並びに年間
の授業の計画】

【学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の
認定に当たっての基準】

○ 日本私立大学連盟教育研究委員会「大学の情報公表義務化と三つの方針」の概要
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２． 公表方法について

（トップページ）

○ 省令では，教育情報の公表は，刊行物への掲載，インターネットの利用などの方法によることとしている。

○ 各大学は，ウェブサイトに教育情報公表のページを開設し，トップページあるいは法人情報からリンクさせたり，教育情報公表のページは

設けず各項目ごとに情報を示したり，教育情報をとりまとめた資料を掲載するなどの取組がされている。

○ 公立大学協会のガイドラインでは，トップページから容易にアクセスできる位置に置くこととしており，それに当たる取組としては，以下の

ような例がみられる。

３．公表の事例
(1)学生数等に関する公表事例①

○ 省令・通知では，入学者の数，卒業又は修了した者の数を公表することとしている。

○ 各大学では，入学者の数について，学部ごとの入学者を示す場合や，男女別・入学者選抜の形式別の入学者を示す場合がある

○ 公立大学協会のガイドラインでは，入学者数に関し，「受験者数」，「合格者数」も併せて公表することとしており，それに当たる取組
として，以下のような例が見られる。
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３(1) 学生数等に関する公表事例②

各年度，学年別で退学者数を記載。

学年別で留年者数を記載。

○ 公立大学協会のガイドラインでは，「留年率」，「中退率」についても必要な情報を示すのが望ましいとしており，それに当たる取組と
して以下のような例が見られる。

○ 省令・通知では，就職者数その他の就職等の状況を公表することとしており，就職の状況については，働き方が多様な状況を踏まえる

ことを求めている。

○ 各大学の取組としては，就職者数のみを示している場合や，業種ごとの割合を示す例，自営や起業した者の数・内容，雇用形態（常勤，

非常勤の別など）に関する情報をあわせて示す例が見られる。

３(2) 学生の就職等の状況に関する公表事例

（ ）内は女子をうち数で示す

就職先企業をすべて記載 学科別に就職者数を記載

○ 公立大学協会のガイドラインでは，業種ごとの割合，具体的な企業名などを示すこととしており，それに当たる取組として以下のよう
な例がある。
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○ 省令・通知では，授業科目，授業の内容，年間の授業の計画などを公表することと，教育課程の体系性を明らかにすることへの留意が

示されている。

○ 各大学の取組としては，シラバスを示す場合が多い。

３(3)授業科目に関する公表事例

Ⅰ～Ⅲの学習目標に対し，それぞれの年
次で履修可能な科目を記載。４年間全体
のカリキュラム構成を示す。

○ 公立大学協会のガイドラインでは，４年を通じての科目配置や履修計画のモデルを示すこととしており，それに当たる取組として以
下のような例がある。

○ 私立大学連盟の報告書では，学修成果の評価に当たって，教員個人の成績評価の「偏り」がGPA等の全体的評価に影響を及ぼさな

いようにする工夫が求められると指摘しており，それにあたる取組として以下のような例がある。

３(4)学修の成果に係る評価に当たっての基準に関する公表事例

○ 省令・通知では，学修の成果の評価基準を公表することとされている。

○ 各大学の取組としては，学則やシラバスに記載されている評価基準を示す場合や，試験やレポートなどの評価方法やその重点，評

定ごとの割合を示す場合がある。

各評定が全体に占める割合を公表
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○ 省令・通知では，授業料，入学料など大学が徴収する費用を公表することとしており，その際に宿舎に関する費用，教材購入費，施

設利用料などの費用についても，できるだけ明らかにすることを求めている。

○ 各大学の取組としては，授業料，入学料のほか，教材や実習にかかる費用，父母会費や交友会費などの諸会費を公表。

○ 公立大学協会のガイドラインでは，学生生活にかかる費用の目安や，学費などの支払時期，納付方法を示すことも考えられるとし

ており，それに当たる取組として以下のような例がある。

３(5)授業料，入学料その他の大学が徴収する費用に関する公表事例

○ 公立大学協会のガイドラインでは，教育課程の体系性との関係を踏まえ，どのような知識及び能力を身に付けることが期待されるかを，各大

学で検討する必要性に留意し，学部等の教育研究上の目的に即し共通的に期待される内容を記載するように努めることとしており，それに当

たる取組として以下のような例がある。

○ 省令・通知では，教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力に関する情報を積極的に公表するよう努めるとし，学生がどのようなカ

リキュラムに基づき，何を学ぶことができるのかを明確にすることへの留意が示されている。

○ 各大学では，教育研究上の目的の再掲，学位授与の方針，履修モデル，主要科目の特長の公表など，多様な取組がされている。

３(6)学生が修得すべき知識・能力に関する情報の公表事例①

(1) 学部，学科等ごとの教育研究上の目的を再掲 (2) 学位授与の方針（ディプロマポリシー）を公表
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３(6)学生が修得すべき知識・能力に関する情報の公表事例②

(3) 履修モデルや，主要科目の特長等に関する情報を公表

３(6)学生が修得すべき知識・能力に関する情報の公表事例③

(4) 学生に対する教育上の達成目標を公表 (5) 取得できる免許等について公表

→ 続けて，教育課程や卒業要件関する情報が記載されている。
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教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力に関する情報

○学士課程、各教育組織における教育目標、教育の内容・方法、達成
すべき水準、質の保証を記載した『筑波スタンダード』『教養教育
スタンダード』による公表

○大学院課程＊における教育目標、大学院教育が目指すスタンダードを
実現するための方針を記載した『大学院スタンダード（全学版）』
による公表
＊研究科単位の組織版はH23年度に策定

筑波大学HP（URL： http://www.tsukuba.ac.jp/index.html ）

◇実施上の課題
・本学の教育に対する社会の理解と信頼を一層高めていくためは、より

わかりやすく有益な情報の提供が必要（本学のステークホルダー
（受験生、保護者、企業等）が必要な情報についての検証）

３(6) 学生が修得すべき知識・能力に関する情報の公表事例④

筑波大学の事例 （第２回資料４（山田委員配布資料）より）

筑波スタンダード

３(6) 学生が修得すべき知識・能力に関する情報の公表事例④
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